
　

○ソフト分野

研
究
名

自動運転と道の駅を活
用した生産空間を支え
る新たな道路交通施策
に関する研究開発

概
要

　自動運転や道の駅の
活用を含む「新たな道
路交通施策」を実装し
た社会実験を実施し、
その効果や社会受容性
について検証を行うとと
もに評価モデルの開発
を行い、北海道の「生産
空間」に住み続けられる
道路交通環境の評価・
提案を行う。

研
究
名

対流型地域圏における
自動走行システム普及
に向けた新たな道路ス
トック評価手法

研
究
名

質の高い交通時代のモ
ビリティの価値の計測
手法開発に関する研究

概
要

　異なる時間価値や時
間制約を持つ移動主体
が共生する質の高い交
通時代のモビリティを実
現するため、交通の価
値の計測方法を再構築
することを研究目的とし
て、Connected公共交
通システムの社会的受
容性の研究を実施す
る。

概
要

Ａ

１．モビリティ価値の計測手法について、多様な
視点でモデル開発が行われ、個々の手法につ
いてレベルの高い成果が得られていると思うが、
全体を俯瞰する、より総合的、包括的な評価へ
展開されることが期待される。

２．いくつかのテーマを学術的に深く掘り下げて
大きな成果を得ている。自動運転バスとLRTの
社会実験など、「モビリティの価値の計測方法を
再構築する」という本研究の目的をはみ出す内
容も見られるが、その部分を除いても研究目的
は達成されており、さらにプラスアルファの成果
があったと見ることができる。

３．災害復旧における旅行時間信頼性の計測は
極めて重要な研究で、実用化に向けた発展が
期待される。

４．令和２年度からの新規採択研究の実施によ
り、当該研究の更なる発展が期待される。

29-3 1 Ⅰ

広島大学
大学院
教授

藤原　章正

10,902

異なる時間価値や時
間制約を持つ移動主
体が共生する超高齢
社会における、モビリ
ティの価値の計測方法
の再構築について、レ
ベルの高い成果が得
られている。また、自動
運転バスとLRTの協調
サービスや、災害対応
のレジリエンス改善の
分析など、今後の展開
が十二分に期待できる
研究成果も含まれてい
る。このことから、研究
目的は達成され、十分
な研究成果があったと
評価する。

事後評価（案）一覧表

29-2 - Ⅳ

東京大学
大学院
教授

原田　昇

13,819

2つのガイドラインの編
纂や、次世代地域モビ
リティプラットフォーム
の構築など、社会的な
実装を強く意識したと
りまとめがなされてお
り、一定の研究成果を
挙げている。しかし、開
発された個別モデル
の統合やモデル・プ
ラットフォームの有効
性・妥当性の検証につ
いては、更なる検討・
分析が必要であると考
えられる。このことか
ら、研究目的は概ね達
成され、研究成果が
あったと評価する。

Ｂ

１．提案されたガイドライン、構築されたプラット
フォームの妥当性と有用性の検証は今後の課
題と思われる。

２．プラットフォームに収録したデータについて
は、研究終了後も散逸することなく、継続して利
用できることが必要。

３．かなりの長期的展望に立った研究であり、そ
の足掛かりを固めたことが成果と言える。自動運
転システムの技術等がまだまだ発展途上の段階
で作成した「ガイドライン」に、直ちに有用性があ
るとは言い難いが、これをベースとして、技術発
展とともに改訂を重ねれば良い。

４．最終的な研究成果の、国際的な研究進展プ
ロセス上の位置づけが明確にされることを期待
する。
５．３次元点群データのデータメンテナンスに関
する研究成果の実務への展開が期待できる。

　中山間地域の人流・
物流ネットワークへの自
動走行システムの導入・
普及を目指し、道の駅
を拠点とする自動運転
サービスの実用化を目
指した実証実験を通じ
て、自動運転に対応し
た道路インフラと地域の
小さな拠点となり得る道
の駅が有すべき機能を
明確化し、自動走行対
応型道路ネットワーク整
備計画の立案と、ストッ
ク評価のためのデータ
プラットフォーム及び自
動走行対応型道路の路
線計画評価モデルの開
発を行う。

委託額
（合計）
（万円）

事後評価
（案）

Ⅳ-

室蘭工業
大学大学院

准教授
有村　幹治

13,083

自動運転と道の駅を
組み込んだ広域公共
交通サービスに関する
調査・社会実験を実施
すると共に その効果
や社会受容性につい
て検証を行い、評価モ
デルを開発するなど、
一定の研究成果を挙
げている。しかし、研究
テーマ相互の関係性
に不明確な点があると
共に、開発したモデル
の有効性や妥当性に
ついては、更なる分析
が必要であると考えら
れる。このことから、研
究目的は概ね達成さ
れ、研究成果があった
と評価する。

特記事項
※研究成果の発展性に関する意見、
実務への反映等に関する指摘事項等

番
号

研究
代表者

事後評価意見
※詳細は別紙参照

29-1 Ｂ

１．研究タイトルに入っている「生産空間を支え
る」が研究内容の中に具体化される必要があ
る。生活交通だけでなく、生産にかかわる交通
が道の駅と自動運転を活用することでどのように
維持・進化しうるかを議論する必要がある。

２．自動運転導入は、本来であればコスト低減が
期待できるが、冬季道路では実用化コストが過
大になる危険性があることから、どのように克服
するかが課題。

３．現在および近い将来の北海道で起こりうる問
題とその対策を総括的に扱っており、結果の有
用性は高い。ただし、各々のテーマについての
検討の深さが十分であったかについては、査読
付き論文が見当たらないなど、疑問が残る。ま
た、同時に連携して実施した他プロジェクトとの、
研究成果の帰属の整理が必要。

４．北海道という寒冷地を前提としていることから
致し方ない面もあるが、海外への展開可能性も
考慮してもらいたかった。また、施策パッケージ
として、研究成果全体を総括し、スムーズに施策
を実装するとりまとめ方法が示されると、より応用
可能性が広がると思われる。

領
域

タ
イ
プ

研究名・概要
（成果報告レポートより引用）

※詳細は別紙参照

資料２－２
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委託額
（合計）
（万円）

事後評価
（案）

特記事項
※研究成果の発展性に関する意見、
実務への反映等に関する指摘事項等

番
号

研究
代表者

事後評価意見
※詳細は別紙参照

領
域

タ
イ
プ

研究名・概要
（成果報告レポートより引用）

※詳細は別紙参照

研
究
名

観光流動把握を目的と
した交通流動推定シス
テムの研究開発

概
要

　OD交通量推定モデ
ルを核とし，各種の移動
体データを活用しつ
つ，観光流動をはじめと
する都市内のトリップ
ベースの交通流動（ト
リップパターン）およびト
リップチェーンを把握可
能な交通流動推定シス
テムを開発する。

29-4 3 Ⅲ
京都大学

教授
宇野　伸宏

3,947

各種の移動体データ
を活用した、観光流動
をはじめとするトリップ
ベースの交通流動（ト
リップパターン）および
トリップチェーンの把握
手法の構築について、
一定の研究成果を挙
げている。しかし、道路
施策評価との関連性
が間接的であり、有用
性の面で疑問があるこ
とや、交通需要セグメ
ントの明確な整理がな
されていないなどの課
題も残っている。このこ
とから、研究目的は概
ね達成され、研究成果
があったと評価する。

Ｂ

１．交通流動パターンの推定モデルには、政策
変数が含まれているように思われるため、道路
施策の事後評価への適用は可能ではあるが、
間接的であり、モデルと施策評価との関連性を
明確にすると有用となるのではないか。

２．設定したいくつかのテーマについて、きわめ
て精緻な研究を行っており、レベルの高い成果
が得られている。道路政策への寄与という点に
関して、ケーススタディの段階に留まっており、
前半で得られた理論的成果を政策展開にどの
ようにつなげるかという点で、やや課題が残って
いる。

３．「データがえられればできる研究」を超えて、
より多くの人が容易にデータを得ることができる
ための政策的な取り組みを、本研究などをもとに
国にも検討して欲しい。

４．ICTやビッグデータを活用した道路交通マネ
ジメントは、道路管理者の重要な関心事項の一
つであり、本研究の成果が活用され、道路政策
の質の向上につながっていくことを期待する。
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○ハード分野

研
究
名

耐候性鋼橋梁の診
断・補修技術の高度
化についての研究開
発

事後評価（案）一覧表

番
号
領
域

タ
イ
プ

研究名・概要
（成果報告レポートより引用）

※詳細は別紙参照

研究
代表者

委託額
（合計）
（万円）

事後評価意見
※詳細は別紙参照

事後評
価（案）

特記事項
※研究成果の発展性に関する意見、
実務への反映等に関する指摘事項等

29-7 - Ⅳ
山口大学

教授
麻生稔彦

4,154

・今後、実務において適用する
為の現行システムとの比較検証
に期待する。

・判定におけるデータ自体の不
確実性が解決出来ないところが
課題である。

・個別技術の開発・高度化およ
び耐候性鋼材の腐食評価・補修
フローの提案を実現し、当該研
究分野の発展に寄与する成果
が得られたが、実務で活用でき
るようなマニュアル化までには
至っていない。

・実務への試験適用を研究期間
中に行えばなおよかった。

・腐食判定、補修手順フローは
有効と思われるが、第一手順で
ある予測シミュレーションの実施
が難しい。

・一定の成果は得られているが、
汎用性の点で展開の可能性が
乏しいように感じました。

・実用的な維持管理フローやマ
ニュアル作成までには至ってい
ないが、さらに研究開発を継続
することで、これらの完成を期待
したい。

・腐食の研究は時間を要し、また
データのばらつきが大きいことも
あり容易ではないことは理解され
る。実用に供するには、さらなる
検討、実証が不可欠である。

・中間評価等での意見に対し
て、計測結果等のまとめに工夫
が見られたが、研究方法で具体
的に見直された点は明確でな
かった。

Ｂ

1.本研究は、実務的側面に重点を置いた将
来の適用性が高い成果である。今後、適用を
具体化する為の行政との連携に期待する。

2.研究者からのシーズを生み出す研究として
は、一定の成果が挙がったことは理解できる。
しかし、それが道路管理者のニーズに実際に
応えうるものなのかが、研究期間中には検証
されていないことに不安が残る。実務者に
使ってもらって、その意見をフィードバックして
改良を加えるとさらに使える技術となる。

3.今回得られた成果を実装させる際、橋梁の
多様性などについてどう対応するのか今後の
進展を期待したい。

4.実用化とともに、研究開発内容を査読付き
論文集に投稿できるよう研究開発を継続し、
技術のブラッシュアップを図ってほしい。

5.本研究で確認されたシミュレーション技術の
実力の程度については、報告書でも指摘され
ているように、たとえば点検や維持・修繕の確
実な部材配置の設計と併せて活用すること
で、耐久性設計の高度化につながる可能性
があり、今後の研究の進展が期待される。一
方で、ヒアリングした管理者もコストの懸念を示
しており、施策につなげるためには、今後、鋼
橋、コンクリート橋問わず標準的な設計・照査
項目や照査指標、個々の設計案件の品質の
確認方法までの提案が必要と考えられる。

概
要

　本研究開発では、
耐候性鋼橋梁の効率
的かつ合理的な維持
管理を可能とするた
めに、耐候性鋼材の
腐食の診断技術およ
び補修技術の体系的
高度化を目的とし、診
断補修マニュアルの
構築を目指す。これ
により、耐候性鋼橋梁
の維持管理費の縮減
が可能となる。
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番
号
領
域

タ
イ
プ

研究名・概要
（成果報告レポートより引用）

※詳細は別紙参照

研究
代表者

委託額
（合計）
（万円）

事後評価意見
※詳細は別紙参照

事後評
価（案）

特記事項
※研究成果の発展性に関する意見、
実務への反映等に関する指摘事項等

研
究
名

部分係数設計に向け
た塑性化を考慮した
鋼桁設計法の研究開
発

29-8 4 Ⅱ

長岡技術
科学大学
准教授

宮下　剛

6,601

・部材の一部塑性化を考慮した
鋼桁の設計法の開発につながる
成果である。

・部材レベルでの「塑性化を考
慮した鋼桁設計法」の開発の方
向性を示し、当該研究分野の発
展に寄与する成果が得られた。

・実験、解析ともに計画していた
ものは十分に行えている。

・研究グループだけでなく国交
省との共著による成果の公表も
積極的である。

・今後の質の向上に貢献する成
果が得られている。

・実験と解析により現象を解明す
ることで、適用範囲は検討範囲
に限られるが、実務に反映させ
るための技術的成果は得られ
た。

・実験、解析によるデータをもと
に、よい成果を上げたと判断され
る。実験結果は、特に貴重と思
われる。

・補剛材の配置など課題が残る
が、条件を限定するなど基準化
に貢献できる結果は得られたと
考えられる。一方で提案設計法
の諸外国との違いが見えにく
い。

A

1.部材の一部塑性化を考慮した鋼桁の設計
法の開発に至る方向性を示している。また、
合成桁を中心に研究しているが、今後は基準
化のために一般化が期待される。特に、合成
桁において床板コンクリートが圧壊する場合
の限界状態の意義を問う成果である。今後
は、耐荷力、最大荷重、変形量に関する相互
作用を整理した限界状態の設定が望まれる
が、将来の設計法開発に資する成果は得ら
れている。これを部分係数設計に展開し、限
界状態と部分係数との論理的関連構造を明ら
かにされたい。圧縮側と膨張側の断面力の配
分と中立軸の位置については面白い特性が
出ており設計法に応用してほしい。

2.道路橋示方書の改定に特化した研究であ
り、目的の成果は得られたものと思う。学術的
な成果の客観性について認証を得るため、論
文として投稿してはどうか。

3.実験結果と大規模地震発生後の緊急車両
の走行に関する知見との関係が抽象的な表
現に留まっており、誤解を与えないように定量
的な説明が望ましい。

4.疲労試験、疲労試験＋押し抜きせん断試験
で損傷を与えた床板の実験成果から、大震災
後の緊急車両走行の安全性に言及するのは
疑問を感じる。

5.道路橋示方書ではまだ具体的に規定され
ていない鋼上部構造の限界状態２の設定に
向け、今後につながる基礎資料が得られたと
言える。

6.大地震等だけでなく、変動作用に対しても
積極的に塑性域での部材の能力を適用する
とき、又は、変動作用支配状況下にて限界状
態１と３の間の挙動を詳細に制御するときの課
題と、それらに対する本研究の実験ケースや
方法の設定における工夫を明確にすることに
より、諸外国の研究との差別化がされるととも
に、今後の我が国の関係分野での研究の方
向性が明確にされ、更なる関連研究の発展が
期待される。

概
要

　本研究は、断面の
一部塑性化を許容し
た鋼桁の耐荷力特性
を実験および解析に
より把握することを目
的としている。さらに，
各国の鋼橋の設計基
準を分析し、現在の
道路橋示方書では具
体的に記述されてい
ない、部材の一部塑
性化を考慮した鋼桁
の設計法の開発を行
う。
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